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レ ー シ ア 政 府 の ロード マップ（Economic 
Transformation Programme）の中でも，パーム油関



















シェアは 1960 年時点でそれぞれ 6.4 パーセン
ト，15.1 パーセントに過ぎなかったが，その後
急拡大し，輸出量では 1970 年に 44.4 パーセン
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関のひとつである連邦土地開発庁 （Federal Land 
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［Rasiah 2006; Jomo et al. 2003］。































et al. 2003, 146］。精製所への投資は地場資本が
主体となった。その後も精製能力の拡大，およ
びPPO輸出は順調に増加し，1970 年代後半（74































































































出した［Jomo et al. 2003, 158］。
しかし 1980 年代前半になると，国内精製施
設の過剰処理能力の問題が浮上する。1980 年
に 45 だった精製所数は，82 年に 51 のピーク






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































動物油小計	 20,200	 20,161	 22,321	 23,582	 24,392	 25,095	 25,106	 25,451	 1.3
総計	 82,867	 96,420	 116,707	 143,096	 172,572	 180,149	 186,929	 189,332	 2.3






































































































































































期間増加率（倍） 3.0 2.7 2.4 2.3 2.6



























































































































（注１） 数字はWorld Bank, Country Data（http://
data.worldbank.org/） による。





シェアは 1990 年に 70.1 パーセントのピークに
































































































（注14） 「特集・東南アジア マレーシア サウザ
ン・ライオン」『化学工業日報』1991 年 12 月 7
日。 
（注15） 精製所数は 1984 年に底をうち，80 年
代後半は 40 前後で推移する。その後 1990 年代
には 50 を上回る水準に回復する［Gopal 1999］。
（注16） 1980 年には 290 万トンであった精製処
理能力は，87 年には 1300 万トンにまで急増し
ている［Jomo et al. 2003, 146］。これは，精製施
設当たりの生産規模が急拡大したことを意味す
る。











（Thomas Mielke “Strategic Developments of Oils/
Fats : Sustainability and Economic Challenges.” 










1996 年 4 月 15 日。 
（注19）「特集・東南アジア，マレーシア，ファ
ティ・ケミカル・マレーシア」『化学工業日報』
1993 年 8 月 28 日。
（注20）「オレオケミカル 日米欧こぞってアジ
ア進出」『化学工業日報』1996 年 5 月 14 日。
（注21） MPOB, Malaysian Oil Palm Statistics（各
年度版）から筆者計算。
（注22）「マレーシア，大型パーム油企業誕生，
農園３社が合併」『化学工業日報』2006 年 12 月
4 日。
（注23）「マレーシア・フェルダGV，パーム油





2010 年 9 月 1 日。
（注25） 以下の業界動向も，同上の新聞記事


























（注30） 2012 年 12 月に実施した在マレーシア
日系商社とのインタビューによる。
70
（注31） 2014 年 1 月に実施した日本国内油脂化
学メーカー技術者とのインタビューからの知見
による。
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